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§.1

本書の序文で著者は,次 のよ うに述べている。 「本書は,均 衡分析のわ く

内で,国 民所得決定理論およびこれ と直接的な関係を もつ理論お よび政策問

題を直戴簡明に示すのが 目的である」。ここで著者が均衡分析 といっている

のは,家 計および企業の ミクロ分析か ら始 まって経済諸量の相互依存の分析

にいたるワルラス的一般均衡の理論を意味 している。最近においても,巨 視

的経済理論の名前を冠 した幾つかのテキス ト・ブックが出版 されているが,

一般均衡の理論のわ くを考えなが ら巨視的経済理論を展開す るとい う著者の

狙いは,通 常のテキス ト・ブックと比べ ると新 しい特色であるといわなけれ

ぽな らない。

まず,正 確を期すために,本 書の全体の目次を示 してお くことに しよう。

第1章 序 論

第2章 国民所得理論の本質

第3章 国民所得決定の高度分析

第4章 均衡分析におけ る若干の問題

第5章 不完全競争における一般均衡

第6章 経済安定政策
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第7章 消費に対する利子率効果と実質現金残高効果

第8章 計測 と予測:序 論

第9章 予想 と変化への調整:経 済の累積運動における主要な連結環

なお,各 章末には有用な関係交献の リス トが示されてお り,第9章 には三つ

の附録 と,更 に最後に所得概念に関す る独立の附録が附されている。

§.2

第2章 ・第3章 ・第6章 ・第7章 は,国 民 所 得 の決 定 を め ぐる周 知 の マ ク

ロ理論を展開 した ものであ る。分析の手法は ヒ ックス=ハ ソセ ソに よって 一

般 的 に な った1-Sお よびL・=Mに よ る国民所 得 お よび 貨幣 利 子 率 の決定 を

論 じた ものであ る。 しか し,細 部 につ いて の 幾 つ か の 興味 あ る分析 は存在す

るけれ ども,基 本 的 に は著 者独 自の この 問題 に対す る新 しい貢献 は見当 らな

い とい って よい よ うに思われ る。

著書名の 『国民所 得 と物価 水準』 との関連において,第3章 に おけ る著 者

の 分 析 の 内 容 を 示 そ う。 い ま,i一 貨 幣 利 子 率,r==実 質 利 子 率,Pを 物 価 水

準 の指 数 と した場 合,均 衡 の も とで は 次 の方 程 式が 成 立す る。

(・)i-・+雫

ここにf'一 は儲 の予想鵬 職 示す.更 に消費支出金額をc,国 民所得

金額をYで 示す と,消 費関数はもっとも簡単には

(2)呈 一8+b玉

　

であ る。 ここにi巨 お よびbは 所 与 の構 造 パ ラメ タ ーであ る。 次 に投 資支出

金額を1と して,投 資関 数 を

(3)弄 一信+吉 ・・

と仮定 しよ う。か くして1・-Sの 状 態 の もとで は
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(4)若 「 三b伶+-S-+毛 ・r}

が 成立す る。

次の問題は貨幣に対す る需要と供給の関係である。まず,貨 幣数量をMと

し,著 者は貨幣の供給関数を

(5)-M,一=-5-H(i)… 養H←+雫)

で示す 。 もちろん,関 数Hはiの 増加関数である。 これに対 して貨幣の需

要 関数は

(6)署 一L(帰)睾L←+雫 ・落)

で あって,ケ イ ソズの流動性選好理論 と本質的に 異なる所はない。か くし

て,貨 幣の需給均衡の条件のもとでは

(の 弄H(i)-L(勾 暑)

でなければ な らない。

さて,以 上 の(・)・(4)・(6)式を連 立 させ る と,麟 は 若,・,転 雫 の 四 個

であ るか ら,も し最後の価格の予想騰貴率に して与え られるな らば,こ の三

個 の方程式で三個の変数を決定す ることが可能 となる。そ して この体系を,

周知の(鋤 図表によつて図示す ることも容易であろ う・ その限 りでは・

これ は ピ ックス ・ハ ソセ ソの理論 と異 な る所 はないのであ るが,た だ,こ こ

で の この著 者 の一 つ の 貢献 は,(1)式 に よって 示 され る よ うに,価 格 の 予 想 騰

貴 率 とい う変 数 を 明示的に 巨視 的理論 の体 系に持 ち こんだ所 にあ る よ うに思

われ る。その詳細の展 開につ いては ここではふれ ることはで きないが,そ う

す る こ とに よって 著 者が 到 達 した 次の よ うな 結論 は,注 目に 値 す る で あ ろ

う 。

「第1に,イ ソフ レ ー シ ョ ソが 予想 され る とそれだけ で もイ ソフレーシ

・ソをつ くりだ し,し たが って現 金 残高 の実 質価 値 が 失われ ると予想す る
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人 々はすべての手持ち現金を実質資産に変換 しようとし,そ の結果価格を

際限な くひき上げ るとい うようなことが よくいわれている。イ ソフレ予想.

が1回 かぎ りの価格水準の上昇をつ くりだす とい うご く限定 された意味で

い うのであれぽ この主張は正 しいが,こ れに よって継続的イ ソフレーショ

ソや通貨か らの逃避が生まれるのではない。

第2に,現 実のはげ しいイ ンフレーショソの過程で,価 格水準の上昇率

は貨幣量の増加率 よりも大 きいため,貨 幣量の増加がイソフレーションの

原因になるはずはないのだ とい う議論が しば しばなされている。逆にむ し

ろ価格上昇率が貨幣量の増加率 よりも大きいため貨幣が 「不足」 している

のであ り,ど ちらか といえば貨幣量をさらにもっと増加すべ きであるとい

うのである。 しか し,こ の不比例的な価格上昇はイソフレーシ・ン予想の

あった過渡期にはまさしく予想 された ことである。現金残高の価値減価が

行なわれてお りこれが続 くと予想 して人 々は急いでその現金を支出し,こ

のため価格が さらに一層上昇す る。 もし貨幣当局が貨幣供給を増加 して こ

れに こたえ,こ のため価格水準にさらに急速な上昇をもたらす とすれば,

当然の順序で一層高いイ ンフレ予想をひき起こし,そ の結果均衡実質現金

残高は切 り下げられ,現 金残高の不足をますます悪化 させる。貨幣供給の

増加率が急激であればあるほ ど,当 然実質現金残高はひ き下げ られ,一 方

増加率が低けれぽ低いほ ど当然実質現金残高は増加す るとい う逆説的な結

果が生まれる」(本 訳書51ペ ージ)。

§.3

消費支出が単に所得のみならず実質現金残高にも依存す るとい う周知の ピ

グー効果に対 して,著 者は懐疑的な立場を とっている(56ペ ージ,187ペ ー

ジ)。 また,加 速度原理への言及や国民所得の決定に対す る政府の役割につ'

いての分析 も,国 民所得分析に興味をもつ人 々に とって有意義であることは

疑問の余地はない。第8章 は,以 上の分析を基礎 としなが ら,ア メリカ合衆
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掴 の経験を中心 として,貨 幣の需要関数 ・投資関数 ・消費関数 ・労働の供給

と需要 ・生産関数の諸問題を経済資料 との関連で論 じたものである。この中

の 最後の生産関数については,R.M.ソ ローの技術進歩を含んだコプ ーダグ

ラスの生産関数を中心に紹介がなされているが,こ の著書が書かれた1962年

nからわずか2年 後の今 日において,そ の内容はすでに旧聞に属す古い見解に

なっていることを指摘 しておかなければな らない。

§.4

第4章 および第5章 は,一 般均衡論の立場か ら如何に して国民所得モデル

ごが形成 され,ま た,一 般 均衡論のわ く内で如何に して ケイ ソズのいわゆる

「非自発的失業」の問題を解明しうるかを論 じたものである。この問題につ

いて著者は,「 これまでほ とん ど考慮 されなか った問題は,完 全競争の仮定

の 影響ではな く,不 完全競争の仮定が一般均衡分析に与える影響についてで

ある」(84ペ ージ)と 述べている。よく知 られているように,完 全競争の状

態 では有効需要の不足に よる非 自発的失業の存在す る余地はまった くない。

従 って一般均衡論のわ く内で この種の問題にせまろ うとす るな らぽ,不 完全

競争における一般均衡の問題を とりあげなければな らないであろ う。著者の

意図は正にそこに存在する。

第4章 は定常状態における生産および競争的交換の一般均衡の分析か ら始

ま り,一 般均衡体系における均衡の存在を論 じ,更 に貨幣が導入 された場合

の 一般均衡に至 り,そ して統合の手続きをへて国民所得モデルに如何に して

ゆ きつ くかが論 じられている。これに対 して第5章 は不完全競争が一般均衡

体系や国民所得決定の統合モデルに与える効果を取扱 う。分析の手法は,不

完 全競争で よく知 られた限界収入一限界費用の命題であ り,R.ト リッフ ィ

ソの有名な著書 『独占的競争 ど一般的均衡』(1940年)の もの と大同小異で

あ るといって よい。 ここではその内容に立入 った検討を加えることはできな

・いが
,著 者が得たる次の結論は注 目に値 しよう。



一78一 商 学 討 究 第15巻 第2号

「完全競争の仮定のもとでは存在 しなか った不完全競争 の仮定か らもう

1つ の可能性が生まれ る。これは深刻な 「失業」の可能性 と,価 格水準の

下落傾向を伴なわないで生産がその潜在的な水準以下に低下す るとい う可

能性であ る。 このような状態はすべての均衡条件が 満足 された状態であ

り,し たがって技術的には全体的均衡の状態であるが,達 成可能な他 の全

体均衡状態に比べてすべての人の生活が苦 しくなっているか もしれない」

(143ペ ージ)。

「普遍的な不完全競争体系は必然的に過少生産や過少雇用 とい う様相を

呈 しているし,こ の様相はた しかに正 しい。いいかえると,こ の体系に全

体的均衡が存在 しているとして も,す べての人が 自分のす きなだけの財や

用役を売 ることができるとい うことにはな らない」(145ペ ージ)。

潜在的生産力が完全に利用されないのは不完全競争のためであるとい うこ

の命題は,そ れ自体では正当であるか も知れないが,し か し失業の根本原因

たる有効需要の不足をすべて不完全競争の結果であるとす るのは,木 をみて

森をみざる類いの余 りに も表面的す ぎる叙述であ るように思われ る。われわ

れの知 りたい ことは失業発生の戦略的モメソトであ り,こ の問題に関 しては

あま りに も一般的す ぎるとい う正にそのことの故にやは り一般均衡理論には.

一つの限界が存在するのである。

§.5

第9章 は,ス ル ッキ ーの不 規 則 的 衝 撃 の理 論を利用 して 自己 回帰型経済変

数 の最適 予測 の理論 を提示 した ものであ って,著 者 の エ コノ メ トリ ッシ ャ ン

と して の高 い能 力を示 した労作 であ る とい って よい。特 に,説 明 の た め の仮

説 例 お よび ア メ リカ合衆 国に関す る実際 例は,こ の 問 題 に対 す る理 解 に大 い

に役 立 つ よ うに思 われ る。
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§.6

訳者のあ とがきに示 された文献 リス トによって,著 者は新厚生経済学 ・予

想理論 ・計量経済学の広い分野で活躍 していることが知 られ る。この著書に

示 された著者の分析能力は高 く評価 されてよい。もちろん,細 部について難

点がない訳ではない。例えば,流 動性選好関数の叙述について,投 機的動機

にもとつ く本来の流動性選好への言及がな されていない 点な どがそれであ

る。また,す でに指摘 した ように,わ ざわざ一般均衡体系にまでさかのぼっ

て筆をおこしなが ら,失 業問題に対す る適切な解明がなされていない ことも

気にかかる点である。 しか し,経 済学の初歩お よび中級の段階を終えた人 々

にとって,こ の著書は有意義なテキス ト。ブ ックとしての価値を もつ ように

思われ る。

私は,訳 文を原書 と対応 してはみなか ったが,訳 文は忠実であるとの印象

を うけた。日本語 も流暢であ る。




